
はじめに

大国間の権力政治が激化するとき、東南アジア諸国のような相対的に力の弱い国はいかに

対応すべきなのだろうか。この問題をめぐってシンガポールの元外務次官や元国連大使など、

シンガポール外交を牽引してきた人々の間で論争が起こっている（1）。一方で、（シンガポール

のような）小国は、「小国としての立場をわきまえ」、「大国の直接的な利害にかかわる問題に

口出しするのは控えるべきだ」とする主張がある（2）。これに対し、「小国といえども自国の利

害に直接かかわる問題では声を上げるべきであり、シンガポールはこれまでそうした姿勢を

とったがゆえに、自国の利益を擁護でき、国際社会で尊敬を受けた」、「大国の争いの前に沈

黙するのは愚策であるばかりか、危険な考えである」とこれに反発する声がある（3）。

この論争を誘発したのは、中東のカタールの周辺諸国からの孤立であったが、その背景に

は、米中をはじめとする大国の間の争いが激化するなかで、シンガポールがとりわけ中国か

らさまざまな圧迫や威圧を受けてきたという事情がある（4）。アジアでは今日、地域的な安全

保障体制の在り方や地域貿易構想、南シナ海問題をはじめとする領土や海洋問題、国際ルー

ルの在り方、経済インフラ建設など多様な問題で各国の間の立場の違いが表面化している。

東南アジアは今日、米中などの大国の地政学的対立と競争の主要な舞台になっている。シン

ガポールの論争の背景にはそうした緊迫した地域情勢がある（5）。

シンガポールの抱える課題は、他の東南アジア諸国にも共通するものである。大国間関係

が緊張を増すなかで、東南アジア諸国は大国との望ましい関係を模索し、苦慮している。

本論は東南アジア諸国が大国間関係の変動にいかに対応してきたか、また今後対応しよう

としているかを検討し、今後の課題を指摘する。

本稿の主張は以下のとおりである。第1に、今日、米中関係など大国間の競争と対立に注

目が集まっているが、国力の小さい東南アジア諸国の動向も大国間関係やアジアの今後の国

際関係の在り方に大きな影響を及ぼす。アジアの国際関係は大国だけで規定できるわけでは

ない。むしろアジアの国際関係の特徴は、東南アジア諸国のような国家群が地域の国際関係

の今後に一定の影響を及ぼしうるところにある。

第2に、東南アジア諸国は大国政治に翻弄されるだけの弱い存在ではない。自国の自主と

独立を維持するため、大国政治の荒波に対応しようとしている。その際、大国間関係の今後

が不透明な今日、東南アジア諸国は特定の大国を「選択」することを避け、すべての大国と
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の安定した関係を維持し、それを通じて経済や安全保障の利益を最大化し、自国の外交空間

を拡大しようとしている。東南アジア諸国にとって「均衡（バランシング）」とは、特定の国

に力で対抗するのではなく、すべての主要大国との間で均衡のとれた友好関係を築き、大国

間の抗争に巻き込まれるのを極力回避し、自国の対外交渉力を強化し、対外行動の範囲を拡

大し、もって自国の自主と自立を確保することにある。

この点で、フィリピンやマレーシア、タイなどの諸国の「対中傾斜」という見方は正しく

ない。経済援助や防衛協力などで東南アジア諸国が中国との関係改善を試みているのは事実

だが、協力の対象分野は選択的であり、また、中国との協調の一方で、中国に対する抵抗や

異議申し立ても行なっている。日米やインドとの関係強化も同時に進んでいる（6）。

第3に、東南アジア諸国は、東南アジア諸国連合（ASEAN）という地域制度を通じて、地

域の自主・自立を共通の目標に、いずれの大国とも協調するが、特定の大国にはくみしない

という姿勢を集団としてとるならば、大国間の緊張のさらなるエスカレートを防ぎ、移行期

にあるアジアの国際関係に一定の安定（緊張の緩和）を与えるうえで大きな貢献をすること

ができる。

東南アジア諸国が単独で大国の圧力に抗するのは困難かもしれない。その際、ASEANとい

う地域制度の役割が重要になろう。アジアの国際政治環境は、東南アジア諸国がASEANと

いう地域組織を通じて、大国間関係に影響を及ぼしうる。このことを東南アジアが明確に認

識し、「大国主導の国際関係」という事大主義的認識を改め、自らの有する潜在的な可能性を

理解し、各国の利害の対立を乗り越えて共同して域外大国に対する政策を展開することがで

きるか、アジアの今後にとっても重要な意義を有している。

最後に、東南アジア諸国がASEANという地域制度を基盤に大国政治に対応する際に共通

の基盤となるのは、「国際社会の共通のルールと規範の順守」であろう。国際社会のルールと

規範は、東南アジア諸国のような小さな国力の国々が国際社会を生き抜いてゆくうえで死活

的に重要である。この認識が、利害の対立するASEAN諸国を糾合する基盤となるであろう。

本稿の構成は以下のとおりである。次節で、アジアにおける国際関係の変動を論じる。米

中関係に着目する「力の移行論」などが前提とする、大国を中心とした新しい秩序形成の可

能性は必ずしも高くなく、むしろ大国以外の諸国（東南アジアもその一部）の今後の動向こそ

がこの地域の国際関係の在り方を規定することが指摘される。次いで、そうしたアジアの国

際環境の下で、大国間関係の変容に東南アジア諸国がどのように対応してきたかを論じる。

ここでは「均衡」という概念に基づく対外行動とそれを支える外交理念を検討する。次に、

実際の東南アジア諸国の最近の対外行動を検討する。最後に、大国との間で「均衡」状態を

維持しようという東南アジア諸国の試みが、アジアの国際関係の今後に有する意義を検討す

る。「おわりに」で本稿の議論をまとめる。

1 大国政治の限界と「その他のアジア」の重要性

大国間の力関係の変化や、それに伴う大国間の緊張や対立が、アジアの国際関係に及ぼす

影響に関心が集まっている。歴史的に国際政治の基本構造を作り上げてきたのは大国である。
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したがって、米中間の力の移行論など、大国関係に焦点をあてた議論が多い（7）。実際、最近

では米中戦争の可能性を論じた書物が話題になっている（8）。

だが、アジアの国際関係を展望する際により重要なのは、大国政治と「その他の諸国」と

の関係である。東南アジア諸国などが大国政治に今後どのような姿勢で臨むかがアジアの国

際関係の将来に大きな影響を及ぼす。

アジアの国際関係を子細に検討すると、通説に反し、米中などの大国による秩序形成能力

に限界・制約があることがわかる（9）。大国間関係は重要だが、大国間関係だけではこの地域

の国際政治の基本構造が決まらないという現実がある。むしろ大国にとって重要な課題は、

大国間の権力政治を戦うなかで、「その他の諸国」の利害を考慮した政策を実施し、自国の政

策への彼らの支持をいかに取り付けるかにある。

こうしたアジアの国際関係の背景には以下の要因が作用している。

第1は、米中それぞれが単独では地域的な覇権を維持・確立する力を欠いているというこ

とである。アジアで今日最も頻繁に語られているのは「中国の台頭とアメリカの力の相対的

衰退」という言説である。確かにアジア諸国の間にはアメリカのアジアへの関与に懐疑的な

見方もある。地理的にアジアに存在する中国と異なり、遠隔の地にあるアメリカのアジアへ

の関与は戦略的計算の結果であり、したがって、アメリカはアジア諸国からその関与の今後

に疑念をもたれる宿命にあるとも言えよう（10）。

アメリカのアジアへの関与の今後には不透明感があるが、仮にアメリカが引き続きアジア

に関与し続けるにせよ、中国の台頭等によってその影響力は制約されよう。アジアにおける

「アメリカの時代」は終焉しつつある（11）。

アジアに位置する中国は、遠方の地にあるアメリカに比べ、アジアの地政学で優位な状況

にある。ただ、「中国の台頭」という言説とは裏腹に、中国と近隣諸国との関係は総じて不安

定である。ミャンマー、北朝鮮、カンボジア、ラオス等の近隣諸国に中国は経済援助等を通

じて関係の緊密化を図ってきたが、そうした努力は必ずしも功を奏していない（12）。近年の中

国とミャンマーとの関係はこれを象徴している。しかも中国の体現する政治、経済、社会的

価値はグローバル化の進む世界において異質なものであり、国際的にも地域的にも中国の影

響力の浸透には限界があろう（13）。

中国自身は近年、中国の戦略を反映した概念や言説をアジア諸国の間に流布させようとし

てきた。「新安全保障概念」「平和的発展論」「アジア人によるアジアの安全保障」などがその

事例であるが、その核心にあるのは、歴史的に中国がこの地域で占めてきた中心的地位を回

復することを地域諸国に受け入れさせることであろう。それは調和や協力を唱えつつも、ア

メリカをアジアから「放逐し」、中国を頂点とする階層秩序を再構築しようという思惑を秘め

た概念や言説である（14）。しかし、中国の周辺諸国が有している力（拒否力）を考えれば、中

国の狙いをこの地域の諸国が抵抗なく受け入れるとは考えられない（15）。

第2に、「米中共同管理（コンドミニアム）」体制の確立も容易ではない。米中間には、民主

主義や人権の擁護、リベラルな価値に基づく国内諸制度の調和（「ワシントン・コンセンサス」）

を求めるアメリカと、主権の尊重と内政不干渉、国家資本主義の必要性（「北京コンセンサス」）
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を説く中国との間には、価値や地域秩序をめぐる基本的な対立がある。両国の間の相互不信

は根深い。個別分野での米中間の政策協調はありうるが、それがアジアの国際関係の基本構

造を規定するほどに強靭で安定した「米中共同管理体制」になるとは考えにくい。また、米

中による勢力圏の分割と相互承認によるアジアの安定というシナリオを説く論者がいるが、

アジアの現実を無視した暴論である。アジア諸国は米中の意向だけで運命を左右されるほど

脆弱ではない（16）。

第3に、冷戦期の米ソ関係のような米中の敵対関係も想定しがたい。アメリカが中国を封

じ込めることはもはや不可能であるし、他方で中国がアジアからアメリカを「駆逐」するこ

とも困難であろう。

米中間には「経済的な相互確証破壊」とも呼べる濃密な経済的な相互依存が確立されてお

り、経済関係に深刻な悪影響を及ぼしてまでも両国が敵対するシナリオは、コストの大きさ

から考えて想定しにくい。また、首脳レベルから事務レベルまで、米中間では協議と政策調

整の制度化が進んでいる。米中間では今後も厳しい対立はあろうが、深刻な対立に陥るのを

抑制し、対立を制御可能な範囲にとどめるメカニズムが次第に形成されつつあるとも言えよ

う（17）。つまり、米中が個別分野で協調しつつ決定的な対立に至らない程度の緊張と対立を繰

り返すという将来のシナリオがありうるであろう（18）。

しかも米中両国にとって最優先の政策課題は、対外関係というよりは社会の安定や格差の

是正、雇用の創出、投資の拡大といった国内問題であり、対外関係で負担の大きな紛争や対

立を回避しようとするであろう。中国の狙いは、アメリカの強い反発を惹起するほどに挑発

的な行動をとるのは回避し、しかしアメリカを東アジアの国際関係の中心的位置から徐々に

引き降ろし、その地位を自らが占めることであろう。他方でアメリカは、中国との深刻な紛

争に陥ることなく、また、同盟国や友好国のアメリカに対する信頼を低下させることなく、

中国の力の台頭に応じた新たな関係を中国との間に築くことである。地域の安定のための新

たな暫定合意の形成がその目標であろう（19）。

第4に、仮に地域の覇権を求めるものであるにせよ、米中ともに地域諸国の支持調達が不

可欠である。米中が自らの利益や価値を増大しようとするならば、アジア諸国を自国の陣営

に引き込まなければならない。中国にとって、アメリカとの競争に対応するうえでも中国へ

の懸念を抱く近隣諸国との関係の改善が不可欠である（20）。

アメリカはアジアに同盟国や友好国を多数擁する。ただし、軍事的にも経済的にも、アメ

リカが引き続きアジアに関与しようとするのであれば、それらの諸国の協力が必要である（21）。

それらの諸国の多くは中国とも緊密な関係をもっており、アメリカの一方的な要求を受け入

れるわけではない。

また、米中両国の経済的相互依存関係は、アジア全体に拡大する投資と貿易の地域的なネ

ットワークのなかで展開されており、米中ともにこのネットワークを維持するためにはアジ

アの諸国（特に有力国）との関係強化を図らざるをえない。自由で開かれた国際貿易体制を

維持するうえでアジア諸国の支持調達はアメリカにとって死活的に重要である（22）。

かくして米中ともにアジアにおいて、自国の政治・経済・軍事的な利益を増大させるため
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には、アジアの諸国との協力と関係強化が不可欠である。ASEANもその有力な組織である。

近年、米中はいずれもそうした諸国の支持調達を積極的に行なっている。アメリカのオバ

マ政権時の「リバランス」政策の目的のひとつはASEANを中心とした地域制度への関与と

その発展強化にあった（23）。対話や相互理解を基調とする東南アジアの政治文化は、理念より

は実利を重視し、国際関係をビジネスの取引のようにみなすトランプ政権の「トランズアク

ショナル」な政策選好とはなじまない可能性があるが（24）、それでも政権発足直後から比べる

と、東南アジア諸国の指導者への訪米招請やASEAN関連首脳会議へのトランプ大統領の出

席の意向表明など、トランプ政権の対外政策の発言のなかに東南アジアへの言及も増えた（25）。

中国も戦略的パートナーシップ合意や自由貿易協定の締結、アジアインフラ投資銀行

（AIIB）、「一帯一路（OBOR）」すなわち「21世紀海のシルクロード」および「シルクロード経

済ベルト」両構想などを通じてアジア諸国との関係強化を進めている。その重点のひとつは

東南アジア諸国との関係強化にある（26）。2013年10月に中国は近隣諸国との関係強化を検討す

る内部の会合を開催し、「周辺外交」を推進しているが、その焦点は東南アジア諸国との連携

の強化にある（27）。

2 「均衡論」：大国間の権力政治への東南アジア諸国の対応

東南アジアは域内諸国による自立した地域秩序形成が難しい地域である。東南アジアは太

平洋とインド洋を結ぶ国際通商路の中心という戦略的要衝に位置しており、大国はこの地域

に大きな利害を有する。実際、東南アジアはかつて「アジアのバルカン」と呼ばれるほどに

大国の利害が交錯した不安定な地域であった。今日でも、東南アジアの国際関係への大国の

関与は避けられない。

大国間の力の変動への対応は東南アジア諸国の対外政策上最も重要なテーマであった（28）。

植民地から独立し、大国の争いという厳しい地域環境のなかで国造りを進めてきた東南アジ

ア諸国にとって、大国間関係の変動の結果、再び自国の運命が大国政治に翻弄され、政治・

経済的な自立性を奪われる可能性があるからである。

東南アジア諸国にとっての対外政策上の第1の課題は、自国の「自立」と「自主」の堅持

である。大国政治によって自らの運命を決定されることへの強い警戒心が東南アジア諸国に

はある。したがって、大国間（特に米中）で「グランドバーゲン」がなされ、アジアに「大

国協調」の仕組みが形成されることは東南アジアにとって望ましくない。また逆に、大国間

の利害対立が激化し、冷戦期の米ソ関係のような緊張構造が形成されるのも好ましくない。

いずれの場合も自らの運命が再び大国によって規定されてしまうからである。

いずれかの大国の地域的な覇権構造が形成されるのも望ましくない。東南アジア諸国の多

くはアメリカとの間で友好関係を築いてきたが、アメリカの一方的な力の行使や内政干渉へ

の警戒心も根強い。中国の力がさらに伸長し、アジアに中国の覇権構造が生まれることも望

ましくない。東南アジアにとって望ましいシナリオは、米中を含む主要大国が適度な緊張を

はらみつつ、決定的な対立に至らず、また大国協調の仕組みも形成されず、ASEAN諸国が主

要大国すべてとの間に安定した政治、経済、安全保障の関係を築き、アジアの国際関係のな
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かで彼らも有力なプレーヤーとしての役割を演じることである。

第2は、そうした関係と役割を通じて、東南アジアの自立と自主を確保しつつ、貿易や投

資、金融協力、市場アクセス、開発援助、インフラ整備等を通じて、域外大国の力と資源を

自らの経済的発展のために確保する仕組みを構築することである。

対抗・競合関係にある大国が複数あり、大国間の今後の関係が不透明であるアジアにおい

て、東南アジア諸国の課題は、大国の争いに直接巻き込まれるのを避けつつ、いずれの大国

を「選択」するのか旗幟を鮮明にせず、多様な選択肢を保持し続けることである。それによ

って大国から経済的利益などの最大限の利益を確保しつつ、大国政治の変動に伴うリスクを

回避する対外政策上の柔軟性と対外交渉力を高めることである。

東南アジア諸国の大国政治に対する姿勢の背後にあるのが、東南アジア独特の「均衡論」

であり、それを支える外交理念である。国際政治学者は一般に、「均衡」を自国の軍事力の増

強や他の国との軍事的連携の強化など、台頭する力に対抗する行動を均衡行動と捉える。だ

が、以下に指摘するように、東南アジアの国際関係では、これとは異なる意味合いを有して

いる（29）。

第1に、東南アジア諸国にとって、大国を東南アジアの国際関係から排除することはでき

ないという現実がある。大国はすでに東南アジアの国際関係に深く組み込まれている。

第2に、自国の平和や繁栄を考える際に大国を念頭に置く必要があるが、その際、大国間

の争いに巻き込まれて自国の独立や自主を損なうことは避けなければならない。

第3に、東南アジア諸国に最も望ましいのは、大国間の競争と争いを利用して、特定の大

国を「選択」することは避け、すべての大国と友好協力関係を築き、経済、政治、安全保障

上の利益を最大化することである。大国間関係の将来が不透明ななかで、東南アジア諸国の

課題は、将来のさまざまなシナリオに対応できる柔軟性を確保しておくことである。

第4に、ASEAN諸国の対外政策上の交渉力を最も高めることができるのは、大国間の争い

に巻き込まれることなく、すべての大国と安定した友好関係を築けることを可能にする大国

間の多角的な均衡状態が形成される場合である。かつてインドネシアのマルティ外相が提唱

した「ダイナミックな均衡」戦略とはそうした目的を実現するための東南アジア諸国の対外

戦略であった（30）。

ASEAN諸国のこの戦略を最初に示したのが、1994年のASEAN地域フォーラム（ARF）の

創設である。ASEANがそれまで提唱していた平和・自由・中立（ZOPFAN）構想では、域外

の大国による東南アジアの国際関係への関与は「不当なもの」であり、排除すべきであると

認識されていた。東南アジアの平和と安定は、東南アジアから大国を排除することによって

可能になると想定されていた。しかし、ARFの前提にあるのは、域外大国の東南アジアの国

際関係（平和と安定にかかわる問題）への関与は不可避であり、大国を含めた東南アジアの秩

序の在り方を模索しなければならないとの認識である（31）。

「均衡」についての東南アジア諸国の独特な認識は、近年の中国の威圧的な対外政策への

対応にも表われている。南シナ海問題に典型的に表われているように、近年中国は、強力な

海軍力や海上警備力を背景にして、南シナ海の埋め立てや軍事化の推進、領有権や海洋権益
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で対立する東南アジア諸国に対する海軍や海洋警備当局の艦船による強制的な排除行動など、

東南アジア諸国を力で威圧する政策をとってきた。力で劣勢に立つ東南アジア諸国は、アメ

リカや日本との安全保障関係の強化に乗り出すことになったが、しかしそうした「均衡」行

動は、現実主義の国際政治論が想定するような「日米への傾斜」と呼べる明快なものではな

い（32）。

確かに東南アジア諸国は近年、アメリカや日本、インドなどとの安保協力を強化している

が、そこには一定の限界・制約がある。東南アジア諸国は、中国の強圧的な政策に反発しつ

つも、中国と共存する道も同時に模索しなければならない。中国は地理的に東南アジアに接

する大国であり、経済的にも深い関係がある。対中「均衡」行動は、自国の利益を守る強い

決意を中国に伝え、中国を牽制しつつ、同時に中国に敵対的な行動とみなされないような配

慮が必要なのである。

各国の国内事情を反映して、国ごとの差異はあるものの、域外大国に対する「均衡」をと

ろうとする東南アジア諸国の理念をよく表わしているのが、ベトナム外交官の指摘する「自

国の利益のためには中国に対して毅然たる姿勢をとるが、同時に中国と共存する道も探る。

両者を両立させるのは困難な課題だが、それができない人間は指導者にはなれない」という

至言であろう（33）。ベトナムは中国の台頭の及ぼす自国への潜在的圧力とリスクを最も懸念し

ている国であり、実際、南シナ海問題では中国と厳しく対峙している。しかしその一方で、

隣国中国との関係改善は急務であり、貿易や投資、インフラ整備などの分野での中国との協

力の進展を期待している。ベトナムは中国を警戒しつつも関係改善の道を一貫して模索して

いる。ベトナムの「反中親米路線への転換」という見方は実態を反映しない見方であろう。

中国の力を背景とした対外姿勢への警戒心は東南アジア諸国の間で強いが、そうした中国

への姿勢に大きな影響を及ぼしているのが、アメリカに対する認識である。アジア諸国の間

には、アメリカが引き続きアジアにおいて大きな役割を演じ続ける意思と能力を有するのか

疑念も生まれている。

既述のとおり、中国は地理的に東南アジアに接しており、経済的にも歴史的にも東南アジ

アの国際関係に深く関与してきた。他方で、アメリカは地理的には遠方にある国家であり、

アジアへのアメリカの関与は、中国のように地理や歴史によって規定された恒久的なもので

はなく、アメリカの戦略的利害の反映である。このことは、アメリカは中国と異なり、戦略

的利害の行方次第では「アジアから撤退する」可能性があるとみなされている（34）。

アメリカに対する東南アジアの姿勢は両義的である。一方で、東南アジアの多くの諸国が

アメリカが引き続きアジアや東南アジアでこれまで同様に大きな役割を演じてくれることを

期待している。東南アジアのほとんどの国にとってアメリカは、アジア太平洋の戦略的安定

を支えるうえで欠くことのできない（ほかの国が代替できない）国であるとみなされている。

しかし、アメリカが中国に対して強い対応をとると、アメリカは地域の緊張を高めている

と批判され、他方で中国の威圧的行動に穏健な措置で対応すると、逆に東南アジア諸国から

アメリカのアジアへの関与と決意が不十分であると批判される。東南アジアには、アメリカ

から「見捨てられる」ことを不安視する国もあれば、アメリカの紛争に「巻き込まれる」こ
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とを懸念する国もある。アメリカにとって、東南アジア諸国から広く支持を得られるバラン

スのとれた対応は容易ではない。

3 東南アジア各国の対応：「対中傾斜」？

大国を相手に東南アジア諸国はどのような対応をしてきたのだろうか。メディアや専門家

は最近の東南アジア諸国の動きを、「中国への傾斜」「アメリカの影響力の低下」を象徴する

ものであると論じてきた（35）。東南アジア諸国が、「台頭する中国という勝ち馬に乗る」行動

をとりつつあると指摘されてきた。そうした評価は果たして現実を反映したものなのだろう

か。

東南アジア諸国の大国との関係についての最近の最も顕著な変化は、フィリピンのドゥテ

ルテ大統領による「中国接近」の動きである。前アキノ政権時にフィリピンはアメリカとの

間で防衛協力強化協定（EDCA）を結び（2014年）、フィリピンの基地への米軍のアクセスが

可能になった。アメリカとの関係強化を背景に、アキノ政権は南シナ海問題で中国に厳しく

対応する政策を採用した。

フィリピンが、南シナ海の問題での中国の主張は不当であるとしてアキノ前政権時に国連

海洋法条約（UNCLOS）の仲裁裁判所に訴え、その結果が2016年7月にフィリピンの主張がほ

ぼ全面的に受け入れられた仲裁判断として出た。フィリピンはこの判断の受け入れを中国に

迫ると予想されたが、ドゥテルテ大統領はこの判断を事実上棚上げし、中国との関係改善、

特に中国との経済協力の拡大によるフィリピン経済の発展を重視する姿勢に転換した。南シ

ナ海問題でも中国との二国間協議を受け入れる姿勢を示した。さらに「アメリカと距離を置

く」として、伝統的な米比同盟の見直しにも言及した。

ドゥテルテ大統領がアメリカに批判的な考えを有した大統領であることは確かだが、しか

しそれが直ちに反米姿勢や親中政策として表現されているわけではない。実際、ドゥテルテ

は、南シナ海問題での仲裁裁判所の判断で支持されたフィリピンの主張に関して一切の譲歩

をしていない。中国政府はドゥテルテに仲裁裁判所の判断の無効に同意するよう求めたと言

われるが、ドゥテルテはこの要求を受け入れていない。

また、ドゥテルテは訪中直後に訪問した東京では中国での発言と異なる趣旨の発言をして

いる。同大統領は「地域の共通の関心事項について日本と緊密に連携したい」と語り、また、

「フィリピンは南シナ海を含む、紛争の平和的解決や法の支配の原則」を支持すると述べた。

フィリピンのこうした政策は、安保関係をアメリカだけに過度に依存するのではなく、日本

なども含む複数の国との関係に多角化する狙いを秘めたものであると言われる。

アメリカへの安全保障上の依存を減らそうという政策は、フィリピンがアメリカから離脱

しようという動きではないし、また、中国に一方的に傾斜する行動でもない。確かにドゥテ

ルテの発言は矛盾に満ちているが、これはフィリピン・ナショナリズムの典型的な表われと

も解釈することができよう。フィリピンのナショナリズムを反映した対外政策はこれまでの

政権にもみられたものであり、ドゥテルテ政権が特別に異質なわけではない（36）。

フィリピンには一方でかつての宗主国であり、今日なお政治、経済、社会、軍事など多方
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面にわたって大きな影響力を有しているアメリカに対する苛立ちや不満がある。他方で、ア

メリカに対する強い愛着や羨望もある。かつてスービック海軍基地やクラーク空軍基地に対

する反対運動がフィリピンで燃え盛ったことがある。しばしばジョークとして語り継がれて

いるのが、その時のフィリピン国民の心情を反映する逸話である。「ヤンキー・ゴー・ホー

ム。ただ、自分も一緒に連れていってくれ」。実際、世論調査ではアメリカは一貫してフィリ

ピン国民が最も信頼する国である。

マレーシアもまた、2016年11月にナジブ首相が訪中し、中国との間でマレー半島東海岸鉄

道（ECRL）の建設などの大規模な経済協力に合意するだけでなく、同国としてはじめて中国

から軍艦（沿海域任務艦）4隻を購入することを決めた。ナジブ首相はこれまで、マレーシア

の政府系投資会社の1MDBの乱脈経営による巨額債務の整理にあたって中国から巨額の支援

を受けてきた（37）。

マレーシアは中国との経済、開発、軍事の分野での協力に積極的だが、同時にアメリカや

日本などとの関係強化も図っている。マレーシアにとって環太平洋パートナーシップ（TPP）

はアメリカとの連携を強化する有力な経済手段であるし、マレーシアとアメリカとの防衛分

野での協力は順調に進展している（38）。マレーシアの動きは、外交上の「忠誠」の対象を変え

たというよりは、大国のいずれを選択するのかを曖昧にし、複数の国との間で経済や政治、

安全保障上の分野で関係を深め、特定の大国への過度の依存を抑え、関係を多角化し、自国

の対外政策上の柔軟性と交渉力を高めようという動きであろう（39）。

インドネシアは、伝統的な「自由で能動的な」非同盟外交を推進してきた国である。特定

の国に一方的に傾斜する対外政策をインドネシアが採用する余地は小さい。ジョコ・ウィド

ド（通称ジョコウィ）政権は、前政権と異なり、国際関係よりも自国の国内経済開発に重点を

置き、中国との貿易や中国からの投資、インフラ整備協力を積極的に進めている。実際、ジ

ャカルタ・バリ間の高速鉄道の建設の契約を中国と結ぶなど、インフラ整備面での中国との

関係強化を進めている。中国の「一帯一路」構想にも積極的に対応している。

しかしその一方で、南シナ海のナツナ諸島に関する中国との紛争（インドネシアの排他的経

済水域と中国の「九段線」が重複する問題）では、毅然たる立場を貫いているし、アメリカと

の関係も改善し、中断していたアメリカとインドネシアとの軍事協力も復活した。

シンガポールは、アメリカのアジアへの関与を一貫して支持してきた国であり、最近でも

アメリカの沿岸戦闘艦がシンガポール基地を使用するのを受け入れ、また、南シナ海の哨戒

活動も視野に入れたアメリカの新型哨戒機P-8のシンガポール基地の使用を認めてきた。南

シナ海問題でも、シンガポールは昨年7月のUNCLOS仲裁裁判所の判断を中国が受け入れる

よう求めた数少ないアジア諸国のひとつであった。

もっともこうしたシンガポールの姿勢は、時に中国との関係を緊張させてきた。実際、南

シナ海問題で中国はシンガポールの姿勢を激しく批判し、シンガポールの「対米傾斜」に警

告を発してきた。昨年11月のシンガポール軍の装甲車の香港の港での強制捕捉は、シンガポ

ールのそうした姿勢に対する中国の強烈な不満の表われであると指摘されている。

ただ、そうした緊張と紛争の一方で、シンガポールは中国への最大の投資国であり、工業
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団地の建設など中国の大型経済開発計画にシンガポールは積極的に関与し続けている。

タイはこれまで台頭する国家に対しては、対抗するよりは融和的な政策で対応しつつ、同

時に、対外関係を調整する余地を常に残そうとしてきた国でもある（40）。タイは最近、中国か

ら3隻の潜水艦を購入する決定をするなど中国との軍事協力を積極的に進めており、アメリ

カの最も古いアジアの同盟国であるタイの安保政策も変化しているかにみえる。また、長い

間交渉の続いていた、タイとラオスを結ぶ高速鉄道の一部区間の建設着工に関しても、中国

との間で合意した。クーデターで成立した現政権にとって、西側諸国がクーデター政権との

距離を広げるなかで、中国は政権を一貫して支持しており、また、経済成長によって政権の

正統性を高めたい現政府にとって、中国との貿易や投資、経済協力の分野での協力は死活的

に重要である。

ただ、中国のみに依存した政策のリスクを現政権も認識しており、アメリカとの間で長期

にわたって実施してきた合同軍事演習「コブラ・ゴールド」は引き続き実施されており、タ

イとアメリカとの政治、経済、安全保障の分野での関係は維持されている。タイも他の東南

アジア諸国同様に、これまでのようにアメリカに過度に依存する対外姿勢を修正し、主要な

大国すべてとの間で多元的な関係を確立し、将来の不確実性に備えようとしているとみるべ

きであろう（41）。

ミャンマーにおいても、2010年以来のテイン・セイン大統領による政治改革の試みの背後

には、中国への過度の依存を続けてゆくと、自国の対外行動の余地と交渉力が失われかねな

いとの懸念があった。アメリカをはじめとする先進国との関係改善を通じてミャンマーは中

国への過度の依存を回避し、ミャンマーの対外行動の余地を広げようとした（42）。

カンボジアは中国への傾斜が最も顕著であると言われる国だが、その背景には、タイ、ベ

トナムという隣国との複雑かつ困難な関係があり、それに対応する手段として中国を活用せ

ざるをえないという事情もある（43）。カンボジアは国内の統治制度が依然として脆弱な国家で

あり、社会と国家の乖離も大きい。対中接近はこの乖離をさらに拡大させており、ミャンマ

ー同様に、今後政権の交代とともにカンボジアの対外関係が変容する可能性もある（44）。

4 ASEANの多角的制度外交の可能性

東南アジア諸国の多くは発展途上の国であり、国力には限界がある。東南アジア諸国が単

独で大国の圧力に抗するのは困難かもしれない。その際、ASEANという地域制度の役割がこ

れまで以上に重要になろう。

すでに指摘したように、アジアには、東南アジア諸国が結束して対応すれば、大国間関係

とアジアの将来に影響を及ぼしうる国際政治環境がある。このことを東南アジア諸国が明確

に認識することが重要である。ASEAN諸国は、「大国主導の国際関係」という事大主義的認

識を改め、「大国に挟まれ身動きがとれない」という宿命論を乗り越え、自らの有する潜在的

な可能性と交渉力を理解し、各国の利害の対立を乗り越えて共同して域外大国に対応するこ

とができるのだろうか。

ASEANは、1970年代半ば以降進めてきたASEANと域外諸国との政治対話の場である拡大
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外相会議（ASEAN-PMC）の経験を基に、域外諸国との間にさまざまな地域制度を構築してき

た。これらの多くが大国間関係の変動する1990年代後半以降に形成されたことは、ASEAN

が地域の国際関係の変動に自らを主体とする多様な地域制度の構築で対応しようとしてきた

ことを示している（45）。

大国の利害が交錯する東南アジアにおいて、東南アジア諸国の課題は、大国の干渉を防ぎ、

自らの独立や主体性を維持し、大国の争いのなかに埋没して主体性を喪失する事態を避ける

ことにあった。ASEANは、加盟諸国間の関係に一定の秩序（安定した関係）を作り出すこと

によって、域外からの圧力に抗し、メンバーの主権と独立を確保することを目的に設立され

た。この目的は今日なお失われてはいない。大国政治の荒波に対応するうえでも加盟諸国間

の関係を安定化させる装置としてのASEANの機能は引き続き重要である。

ASEANの10ヵ国への拡大は、加盟諸国間のコンセンサスの形成を困難にした。各国の間

で自国の利益をASEAN全体の利益に合わせなければならないとの動機も弱くなった。拡大

したASEANを米中など大国との関係でどのように位置づけるのか、メンバー間の認識には

落差がある。また、各国の利害の違いは、域外大国がASEANを分断する余地を与えてきた。

実際、中国は南シナ海問題でASEAN加盟国の分断を試みてきた。

冷戦後今日まで、大国を相手にしたASEANの地域制度外交は比較的順調に推移し、アジ

アの多様な地域制度のなかでの「ASEANの中心性」を大国に認めさせることにも成功した。

「ASEAN共同体（AC）」作りを通じてASEANの制度強化も進展している。しかし今日、

ASEANの制度改革の進展を凌駕する速度で大国間の緊張と対立が高まっている。ASEANは、

従来の組織運営のルールでは、国際関係の変化に十分に対応できない状況に直面している。

ASEANが抱える課題は巨大である。ただ、ASEAN諸国の間では、ASEANの結束が有する

国際政治上の効果についての認識は失われてはいない。ASEANが各国の利害対立を乗り越え

て、上に述べた「均衡論」に基づく共同の対応をとることができれば、大国間の対立と紛争

を解決する力はASEANにないにせよ、大国間の対立の激化を抑制する効果は期待できる。今

後10年程度ASEANがそうした共同の対応をとることができれば、米中などの対外政策の輪

郭ももっとはっきりしてくるだろう。中国は、改革開放の第2段階に入り、低成長のなかで

より困難な改革を求められているが、10年のうちにその帰趨がはっきりしてこよう。この間、

アメリカの今日の混乱が回復するのか見通しがつくであろう。ASEANはアジアの国際関係の

移行期の混乱と対立を抑制するうえで大きな貢献ができる。

おわりに

大国間の緊張と競争がさらに高まり、この結果、域外大国が自国の立場を支持するよう強

硬に東南アジア諸国に迫ることも想定される。中国は南シナ海問題で東南アジア諸国に自国

への支持を求め、ASEANを分断した。今後、東南アジア諸国にとって、そうした大国からの

圧力にどう対応するかが東南アジアやアジアの国際関係の在り方に影響を及ぼすことになろ

う。カンボジアなどの国はそうした要求を受け入れることになった。東南アジア諸国が単独

で大国の圧力に抗するのは困難かもしれない。
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その際、ASEANという地域制度の役割が重要となろう。東南アジア諸国が、ASEANを通

じて、大国間の対立から一定の距離を置き、しかしすべての大国とバランスのとれた安定し

た関係を築く努力をするならば、彼らは大国間の緊張のさらなるエスカレートを防ぎ、移行

期にあるアジアの国際関係に一定の安定を与える効果を期待できよう。

ASEANはこれまで、大国政治に関与し、大国政治の行方に影響を及ぼそうとする意志と能

力を示してきた。ただ、これまでASEANの成功を導いた取り組みと制度では、今後の大国

政治の荒波を乗り切るのは難しいであろう。「ASEANの中心性」が願望ではなく実態を伴っ

たものであることをASEANとして集団で示せるかが、ASEANの重要な課題である。

東南アジア諸国にとってASEANという地域制度が大国政治に対応する際の共通の基盤と

なるのは、「国際社会の共通のルールと規範の順守」であろう。国際社会のルールと規範は、

東南アジア諸国のような小さな国力の国々が国際社会を生き抜いてゆくうえで死活的に重要

である。そうしたASEANの試みはアジア全体に大いに裨益するはずである。
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